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第一序論
　2009年に建国60周年を迎えた中華人民共和国は、近時の経済発展が目覚
しく、既に政治・経済の両面で世界における重要な地位を占めるに至ってい
る。中国の国家統計局が公表している統計数値1によると、2008年における
中国の対日輸出金額は1161億米ドル（前年比13．8％増）、日本からの輸入金額
は1507億米ドル（前年比12．5％増）とされているほか、中国に現地法人等の
拠点を設けている企業も相当数に上り、日本企業にとっても中国は今や最も
重要な海外市場の一つである。特に、国内市場が飽和状態に近い業界にとっ
ては、今も年間8％を越える経済成長を持続する隣国は魅力的な市場であり、
中国市場に進出する日本企業は後を絶たない。実際、経済ニュースの中に中
国関係の報道が無い日は無いと言っても過言ではなく、日本企業にとっての
中国市場の重要性が如実に現れている。本稿は、企業内法務部員として、ま
た、外部弁護士として中国法務に携わってきた筆者の実務経験に基づき、日
本企業の中国市場との関わり方や、外国企業との関連を中心に中国の基本的
法制を紹介するとともに、中国市場との接点を持つにあたり、実務的観点か
らの一般的な留意事項を検討するものである2。
第二　中国の発展と日本企業の進出
　中国の経済政策にはその時々の指導者の思想理念が大きく影響しており、
日本企業の中国市場との関わり方にも変遷がある。
　1949年に成立した中華人民共和国の指導者は毛沢東であり、中国にとっ
ては今でも偉大な指導者であることに変わりはないが、毛沢東が主導した大
躍進政策や文化大革命が推進された1970年代半ばまでに国内経済は相当程
度疲弊したといわれる。外国企業の中国市場との関わり方に大きな変化をも
たらせた指導者は郡小平であり、社会主義市場経済という理念の下、1978
年からいわゆる改革開放政策が実施されると、中国は積極的に外国資本を受
1中華人民共和国国家統計局「2008年国民経済及び社会発展統計公法」（http：／／www．
　stats．gov．cn／tj　gb／ndt三gb／qgndtj　gb／C20000226＿402540710．htm）。
2なお、本書に記した見解は筆者の個人的なものであり、所属団体等の見解を示すもの
　ではない。
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け入れるようになった。法律面では、外国企業（又は個人）と中国企業とが
共同出資により設立する合弁会社（中外合弁経営企業）に関する基本的規律
を定める「中外合弁経営企業法」が1979年7月1日に採択されたことを契機
に、日本企業も国有企業を中心とする中国企業との間で合弁企業を設立する
形態により中国に進出することが可能となった。なお、中外合弁経営企業は
外資企業の典型的な進出形態として現在に至るまで広く利用されている。
　1989年には民主化運動の高まりにより首都北京の中心部において天安門
事件が起こり、中国政府が武力を用いてこれを沈静化した経緯から、日本企
業の駐在員が一時避難のため帰国する等、一部には中国の政治不安定に起因
する市場の将来性を危惧する声も聞かれた。しかしながら、その後も積極的
な外資導入を試みる改革開放政策は沿海部を中心に進められ、1990年代に
入ると申国は「世界の工場」と呼ばれるほどの経済成長を果たすようになる。
　その後の大きな転期としては、2001年12月11日のWTO加盟が挙げられ
る。改革開放政策は、中国の安価な労働力を利用して生産コストを下げたい
外国の製造業企業と、外国の高度な技術を吸収して製品の輸出による外貨獲
得を奨励する中国政府との思惑が合致したことにより、外国資本の導入に成
功したものといえるが、進出業種は原則として生産型企業（日本の製造業者
が中国に生産拠点を持つ形態）に限られ、かつ、業種によっては出資比率の
制限が設けられる等の厳格な参入制限を伴うものであった。中国は、WTO
加盟交渉の過程で主に欧米諸国から市場開放を迫られ、個別分野における市
場開放を（一部は段階的に）承諾することにより、ようやくWTO加盟という
念願を果たし、それまでは規制業種であった流通業やサービス業等、製造業
以外の分野においても外国企業に進出の門戸が開かれることとなった。
　現在では、急速な経済発展に伴い、近隣の発展途上諸国と比べると、相対
的な労働コスト競争力は必ずしも優位とはいえない地域も現れており、また、
世界的な生産拠点のポートフォリオに対する考慮等から、一部の製造業では
新たな生産拠点を中国以外の国（ベトナム等）に設ける日本企業もある。し
かしながら、WTO加盟に伴う市場開放は製造業以外の業種にも新たなビジ
ネスチャンスを与えており、2008年の北京オリンピックに成功し、2010年
には上海万博を控える中国の内需拡大傾向は継続するとの見方が大勢を占め
ることに加えて、中国政府は沿海部に比べて経済発展が遅れる内陸部に対し
ては家電製品や自動車購入のための補助金を設ける等、財政出動を含む経済
刺激策も講じている。日本を含む各国企業は13億人を超える人ロを抱えな
がら成長を続ける巨大市場を引き続き重視しており、中国は「世界の工場」
から「世界の市場」へ進化したともいわれる。さらに、中国政府は近時「走
出去」（中国国内企業が積極的に海外に打って出る）政策を進めており、実
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際に日本企業が中国企業に買収される事例も報道され始めている。
　このように、中国の経済発展に伴い、日本企業の中国との関わり方には変
遷が見られるものの、既に緊密な関係が構築されている両国の経済面におけ
る交流は市場のグローバル化の中で今後も発展するものと思われる。
第三　中国法務実務
　中国法務における主要業務としては、法令調査、契約書検討といった予防
法務や、紛争解決を中心とする臨床法務があり、業務範囲としては日本を含
む他国と大きく異なるものではない。ただし、個別案件の処理に際しては、
以下のような中国特有の背景や事情を踏まえ、中国の国家制度や中国人の法
意識も理解した上で対応する必要がある。
（1）中国の国家制度概観
　中国は、社会主義制度を基本とする人民民主義独裁の社会主義国家であ
り3、すべての権力は人民に属する4。民主集中制の原則5の下、最高の国家権力
機関である全国人民代表大会（日本における国会に相当）（以下「全人代」と
いう）が立法権を行使し6、最高の国家行政機関である国務院（日本における
内閣に相当）が行政権を行使し7、最高の裁判機関は最高人民法院（日本にお
ける最高裁判所に相当）とされている8。これら国家機関相互の関係について
は、日本のような抑制と均衡を目的とする三権分立制度は採用されておらず、
国務院及び最高人民法院は全人代（及びその常設機関である全人代常務委員
会）に対して責任を負うこととされ9、国家制度としては全人代を頂点とする
ピラミッド構造が採用されている10。
（2）中国の法制度
　中国における法規の種類としては、全人代及び常務委員会が制定する「法
律」、国務院が制定する「行政法規」、地方人民代表大会が制定する「地方性
法規」、国務院傘下の各部（日本における省に相当）や委員会、中国人民銀
行（中央銀行）等が制定する「部門規則」がある。
　憲法（1982年12月4日施行、2004年3月14日改正施行）は国家の最高法規
3憲法第1条。
4憲法第2条第1項。
5憲法第3条第1項。
6憲法第57条、第58条。
7憲法第85条、第89条。
8憲法第127条第1項。
9憲法第92条、第128条。
10事実上、一一党独裁政治を行っている中国共産党については、憲法の序言（前文）におい
　てその指導的地位が認められている。
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であり、全ての法律、行政法規及び地方性法規は憲法に抵触してはならな
いll。各法規の立法手続等を定めた立法法（2000年7月1日）においては、上
記国家機関のピラミッド構造に対応する形で、法規相互間の優劣が確認され
ている。このうち、憲法を最上位として、法律、行政法規、地方性法規及び
部門規則の順でそれぞれ下位の法規に優位することは条文上明らかである12
が、地方性法規と部門規則のいずれが優位するかは必ずしも明らかではない。
立法法が施行される以前は、中央政府が制定した規定と地方政府が制定した
規定との間に条文上の矛盾があり、実務に混乱が生じる場面も見られていた
ことから、法規の優劣を明確化した立法法制定の意義は小さくない。
　上記のほか、最高人民法院から、特定の法律の解釈や特定分野の事件処理
を示す「司法解釈」が出されることがある。具体的には、「『契約法』の適用
の若干の問題に関する最高人民法院の解釈」（1999年12月1日施行）、「商標
民事紛争事件を審理する際の法律の適用に係る若干の問題に関する最高人民
法院の解釈」（2002年10月12日）といったものである。これらは厳密な意
味での法源とはいえないものの、下級人民法院の個別事件に関する判断を拘
束する最高人民法院の有権解釈であることから、事実上、法源としての機能
を有する。司法解釈は、明文規定では文言上必ずしも明らかでない事項や規
定の趣旨や解釈にも言及することが多いため、実務において重要な意義を有
する場合がある。
（3）迅速かつ柔軟な法整備
　最近では少なくなったが、以前は、中国は法治国家なのか、又はそもそも
中国には法律があるのか、という質問を受けることがあった。その質問に対
する答えはいずれも「YES」である。
　最高法規である憲法では、法による治国を実行し、社会主義的法治国家を
建設することが明文で定められており13、経済成長と歩調を合わせる形で、
現在ではほぼ全ての基本法規が整備されている。近時制定された法律として
は、物権法（2007年10月1日施行）、独占禁止法（2008年8月1日施行）、権利
侵害責任法（不法行為法）（2010年7月1日施行）等があり、近時改正された
主要法規としては、会社法（2006年1月1日改正施行）、労働契約法（2008年
1月1日改正施行）、企業所得税法（2008年1月1日改正施行）、個人所得税法
（2008年3月1日改正施行）、特許法（2009年10月1日改正施行）等がある。
　これら法整備の特徴は、日本を含む諸外国の制度を積極的に取り入れて迅
11憲法第5条第3項。
12立法法第78条、第79条。
13憲法第5条第1項。
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速かつ柔軟に制定・改正が行われることである。例えば、独占禁止法はEC
競争法をモデルに制定されたといわれているが、立法担当機関による逐条解
説等を見ると、各国の制度を調査、比較した上で、中国の実情に適合する制
度を選択的に条文化している様子をうかがうことができる。また、諸外国で
は条文の解釈又は判例により導かれる法理論を積極的に明文化している場合
も見受けられるほか、近時は草案を公開しパブリックコメントを受け付ける
ことも多く、より多くの意見や考え方を吸収し、良いと考える制度は柔軟に
採用していく（施行後に問題が生じた場合には適宜修正していく）という姿
勢が感じられる。
（4）中国人の法意識
　筆者の実務を通じた経験に基づくと、一般的な中国人の権利意識は日本を
含むアジア諸国よりも欧米に近く、ビジネスの場面においては自己の有する
権利を強く主張し、日本企業は極めてタフな交渉を強いられる場面も多い。
他方で、時には細部へのこだわりを見せずに相互の信頼関係を重視すること
もあり、中にはこれらの両面を使い分ける巧みな交渉術により有利な交渉結
果を勝ち取る者もいる。
　中国では「上に政策あれば下に対策あり」という言葉も用いられており、
激しい競争社会の中で勝ち抜いていくために主張できる権利は主張していく
べきだという合理主義的な発想が根底にあるものとも思われる。
　日本企業が中国企業と契約や紛争解決のための交渉を行う際には、（中国
以外の外国企業との交渉においても同様であるが）日本企業としても主張す
べき権利は主張し、安易な妥協により不合理に不利な結果がもたらされるこ
とがなきよう十分に留意する必要がある。
（5）法令の調査
　中国の法令は制定改廃のスピードが速く、また、行政法規や部門規則レベ
ルの法規のほか、政府主管部門が発する通知にも実務に与える影響が大きい
内容が含まれる場合が多い14。従って、中国法務の実務では新法令の情報を
タイムリーに入手することが極めて重要である。
　以前は法文の適時入手が困難な場合もあったが、近時は中国政府の情報公
開も進んでいるほか、新法令の配信サービスや信頼のおけるネット上の検索
サー・・ビスも登場している。また、中国に進出する日本企業の増加に伴い、各
種法令の日本語訳や重要法令の解説を配信している法律事務所、会計事務所、
金融機関、コンサルティング会社等も少なくない。これらの情報を利用する
14特に、租税法の分野では通知レベルで運用が柔軟に変更されることがあり、1年前の情
　報は実務で全く通用しないということも多々見られる。
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ことにより、少なくとも実務に与える影響が大きい法令については情報を
アップデートすることが一定程度可能と思われる。
　さらに、近時は重要法令が制定又は改正された直後に、立法担当機関の責
任者がQ＆A方式で新法令の内容を紹介した記事がウェブ上に掲載される
ことも多く、その中には解釈の参考となる情報が含まれている場合もある。
（6）契約書の検討
　中国企業との契約書を検討する場合、他国と大きく異なるのは言語の問題
である。日本企業が東南アジア諸国の企業と契約を締結する場合には、両者
の共通言語である英語が用いられる場合が多いが、中国企業を相手とする場
合には、通訳を介して交渉が行われ、契約書面は日本語版と中国語版の2つ
の文書を作成する場合が多い。他国では2以上の言語により契約書面を作成
した場合には言語間の優先関係に関する条項が設けられることが一般的であ
るが、中国企業との契約においては日本語版と中国語版の双方を正本として
両者が同等の効力を有する旨の規定が設けられることが一般的である。また、
例えば中外合弁経営企業の合弁契約や定款等、そもそも中国語による契約の
作成が関連規定により要求されている場合もある。
　従って、日本語及び中国語の両言語を用いて契約書面を締結する場合には、
その同一性を担保するために中国語版契約書の内容も慎重に検討する必要が
ある。
（7）紛争解決
　中国における企業間の法的紛争解決手段としては、民事訴訟又は仲裁によ
ることが一般的である。
　中国の民事訴訟の特色として、人民法院（裁判所）は独立して裁判権を行
使するとされている15ものの、個々の裁判官の独立までは保障されていな
い16ことが挙げられる。また、国内事件は原則として6か月以内に審理を終
結するものとされ、日本の訴訟に比べると進行のスピードが速い。第一回期
日において終結することも少なくないため、中国の民事訴訟で被告となった
場合には、事前に争点や証拠関係を慎重に検討する等の準備が必要である。
なお、紛争の類型別の挙証責任や証拠法について比較的詳細な規定を設けた
最高人民法院の司法解釈（最高人民法院の民事訴訟証拠に関する若干の規定）
（2002年4月1日施行）が存在し、実務上の参照価値が高い。
　日本企業と中国企業との間の契約における紛争解決条項としては、現状、
15憲法第126条、民事訴訟法第6条第2項。
16人民法院の院長が当該法院の判決に誤りを発見した場合には、裁判委員会に提出して
　討論による決定を受けるという監督制度も存在する（民事訴訟法第177条）。
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日本と中国の間で判決が相互に執行されていないこともあり、被告地主義を
採用した仲裁による解決とする場合が多い。その場合には中国における仲裁
機関として中国国際経済貿易仲裁委員会を選択することが一般的である。同
仲裁委員会は北京に本部があるほか、上海及び深センにも支部が設けられて
いる。
第四　日本企業の中国進出に関わる法制度
（1）中国市場への進出形態
　日本企業が中国市場へ進出する場合には、①現地拠点を設けない貿易取引、
②駐在員事務所の設置（現地で経営活動を行うことはできない）、③支店の
設置（経営活動を行うことができるが業種が限られる）、④現地法人の設立（生
産及び経営活動を行うことができる）といった形態があるが、本格的な中国
市場への進出を行う場合には、現地法人を設立することとなる。
　外国企業が中国に設立する企業は外商投資企業と呼ばれ、従前は中国国内
企業とは異なる税体系の下、各種の税制優遇を享受することができたが、企
業所得税（法人税）については内国企業と外商投資企業に統一して適用され
る企業所得税法が2008年1月1日に施行される等、税制優遇は解消される方
向にある。
　外商投資企業には、①中外合弁経営企業（中国企業と外国企業（個人）の
共同出資により設立され、出資比率に応じた利益分配が行われる会社）、②
中外合作経営企業（同様に中国企業と外国企業（個人）の共同出資により設
立されるが、出資比率によらない利益分配が可能である等の特徴を有する）、
③独資企業（中国企業との共同出資ではなく、単独又は複数の外国企業又は
個人の出資により設立される会社）、④外商投資株式会社（株式会社形式に
より設立される外商投資企業）等があるが、いずれの企業を設立するかは進
出の目的や運用方針等により異なる。従前は、中外合弁経営企業、中外合作
経営企業及び独資企業の三企業が外商投資企業の典型であり、三資企業と呼
ばれていたが、今般、外国の企業又は個人が中国国内で組合企業を設立する
ことの管理弁法（2010年3月1日施行）が制定されたことにより、外国企業
が中国の組合企業（外商投資組合企業）に出資する途が開かれることとなっ
た。外商投資組合企業は投資ビークルとしての活用も期待されており、外国
企業の進出形態が多様化することとなる。
（2）民法
　中国には日本のような統一的民法典は存在せず、民法通則（1987年1月1
日施行）、物権法（2007年10月1日施行）、担保法（1995年10月1日）、契約法
（1999年3月15日施行）、権利侵害責任法（不法行為法）（2010年7月1日施行）
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といった複数の法律が日本における民法の分野を規律している。
　ビジネスの観点からは契約法が最も重要である。契約法の施行により、取
引形態により適用が異なっていた旧三大契約法（経済契約法、技術契約法、
渉外経済契約法）は廃止され、契約を規律する法律が一本化されることとなっ
た。契約法も諸外国の法制を参考に立法されており、例えば、契約締結上の
過失17や不安の抗弁権18等についても明文規定が設けられているほか、現代
型の契約類型であるファイナンスリース契約も典型契約の一つとして関連規
定が設けられている19。
（3）会社法
　2006年1月1日に改正施行された会社法は、会社関係を規律する一般法で
あり、外商投資企業にも適用される20。会社法における会社の種類は有限責
任会社と株式有限会社の2種類であり、いずれも株主会（株主総会に相当）、
董事会（取締役会に相当）、董事長（代表取締役に相当）、監事会（監査役会に
相当）といった組織機構を持つことが原則とされている。
　一方で、会社法改正以前から個別の関連規定に基づき設立されていた外商
投資企業においては、株主会という組織は存在せず、株主総会と取締役会の
機能を併せ持った董事会が最高権力機関とされていたほか、董事会の執行監
督機関である監事会も存在しない等、改正会社法とは異なる機関設計が行わ
れていた。会社法の改正により外商投資企業についても株主会や監事会を設
置する必要があるかについて、特段の経過措置は設けられておらず、また、
明文規定では必ずしも明らかではなかったため、実務においては混乱を生じ
ることとなった。この問題については、その後、会社登記を所管する国家工
商行政管理総局等から2回にわたり意見という形式で見解が示され、①中外
合弁経営企業については株主会を設置する必要がないこと、②外商投資企業
全般について監事制度（監事会又は監事）を設置しなければならないこと、
③会社法改正以前に設立された会社は定款を変更する必要がない（すなわち、
機関設計を変更する必要がない）こと等が明らかとなり、一応の解決が図ら
れた21。
（4）土地国有制度
　中国では土地の社会主義公有制が採用されており、土地は国家の所有又は
17契約法第42条。
18契約法第68条。
19契約法第14章。
20会社法第218条。
21このように、中国においては、関連法規の規定が不明確である場合に、所管の主管部
　門から公式な見解が示されることも少なくない。
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農民による集団的所有に属する22。国有土地は有償で使用することができ23、
外商投資企業が工場敷地等の土地を利用する場合には、土地の所有権ではな
く、一定の使用期間が設けられた土地使用権を取得することとなる。
　土地使用権には、①払下契約に基づき払下金を支払うことにより取得する
払下土地使用権と、②認可（割当）により無償で取得する割当土地使用権の
2種類がある。払下土地使用権は譲渡、賃貸、抵当権設定等の処分が可能で
あるのに対し、割当土地使用権はかかる処分が認められず、また、無償で収
用されるリスクもあるため、両者の権利としての違いは大きい。外商投資企
業が取得する土地使用権は当然ながら払下土地使用権であるべきだが、中外
合弁経営企業の設立に際して中国企業が土地使用権を現物出資したところ、
当該土地使用権が実際には割当土地使用権であったことが後日判明し、払下
金の支払いを要求されるといったケースもあり、日中間における土地制度の
相違には十分に注意する必要がある。
（5）独占禁止法
　2008年8月1日に施行された中国の独占禁止法は、EC競争法をモデルに
制定されたといわれており、規制の三本柱は①独占合意（カルテル・再販価
格維持等）、②市場支配地位の濫用（市場支配地位を利用した不当廉売、取
引拒絶、抱合せ販売等）、及び③経営者集中（企業結合規制）である。
　このうち、独占合意や市場支配地位の濫用については現在まで公表された
摘発事例はない。競争規制は企業の経済活動に一定の萎縮効果を及ぼすため、
ガイドラインや細則による規制対象行為の明確化が望まれており、本格的な
運用は一定のガイドライン等が示された後になるとも予想される。
　一方、企業結合規制である経営者集中規制については、一定の要件を満た
す企業の合併や株式取得等に事前申告及び審査が義務付けられており、施行
直後から運用が開始されている。事前審査を経て、主管機関である商務部は
合併や株式取得等を禁止し、又は制限的条件を付して認めることができる。
これまでに、禁止案件1件（コカコーラ（米国）による匪源果汁（中国）の買収）
と制限的条件附加案件5件（①INBEV　N．V．／S．A．（ベルギー）による
ANHEUSER－BUSCH　COMPANIES　INC．（米国）の買収、②三菱レイヨン（日
本）によるルーサイト（英国）の買収、③GM（米国）によるデルファイ（米
国）の買収、④ファイザー（米国）によるワイス（米国）の買収、及び⑤パ
ナソニック（日本）による三洋電機（日本）の買収）が公表されている。直
近の制限的条件附加案件であるパナソニックによる三洋電機の買収案件で
22憲法第10条第1項、第2項、土地管理法第2条、第8条。
23土地管理法第2条第5項。
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は、パナソニック茅ヶ崎工場の事業分離やパナソニックとトヨタの合弁会社
における出資比率の引下げ等、制限的条件の内容はより具体的に指定されて
いる。
　日本企業にとっては、経営者集中審査により当事者間で合意済みの合併や
企業買収を禁止され、又は当事者の意図とは異なる制限を附加されるおそれ
のみならず、審査手続により買収の実施時期が遅れるという間接的なマイナ
ス効果も無視することができない。上記の公表事例においても、三菱レイヨ
ンやパナソニックが当初の買収計画の軌道修正を余儀なくされた旨が報道さ
れている。さらに、申告対象の外延が必ずしも明確とはいえず、実務上は申
告要否の判断が難しいといった問題もある。
第五　中国法務の今後
　日中間の経済交流は既に相当程度緊密なものとなっており、日本企業に
とって中国は今後も重要な市場と位置づけられる。成長を続ける経済ととも
に中国特有の法制度はグローバルスタンダードに近づく形で進化していくこ
とが予想されるが、現在は未だその過程にあるといえる。中国市場に進出す
る日本企業が、迅速かつ柔軟に運用される法制度の下で、正確かつ適切な法
的リスク管理を行うためには、今後も中国法務が重要な役割を果たすものと
思われる。
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